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JSG ニュースレター 

<Tax> 

地震による災害損失について 

各種税額の減免が可能 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 

2024 年 4 月 3 日、台湾東部の海域で大地震が発生し、納税義務者の財産に損

失が生じました。納税義務者は不可抗力である災害発生時に、災害損失の減免申請

を行うため、「被害状況の写真撮影」、「書類の準備」、「減免申請」という 3 つの手順

に留意いただき、災害発生後 30 日以内に管轄の徴税機関に対し各種税額の減免申

請を行うことになります（詳細は「災害損失税額減免一覧表」をご参照ください）。 

所得税、営業税、家屋税および地価税の減免にかかる規定は、以下のとおりです。 

一、 所得税：被災者は災害発生後 30 日以内に、損失リストおよび証明文書を添

えて所轄の国税局分局または徴税機関の調査員による調査を申請してくださ

い。査定後、当該年度の個人総合所得税または営利事業所得税の確定申告

時に災害損失として申告することができます。被災エリアの工場または分支機関

とその本店が異なる県・市に属する場合は、工場または分支機関の所在地を管

轄する国税局分局または徴税機関に対し、調査員の派遣を申請することができ

ます。 
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二、 営業税：小規模営業者は、災害の影響で営業ができない場合、所轄の国税

局分局または徴税機関に対し、未営業の日数分を控除する申請をし、許可を

得て、実際の営業日数に応じて営業税を計算することができます。 

 

三、 家屋税：被災した納税義務者は、災害発生日から起算して 30 日以内に、徴

税機関に対し家屋税の減免を申請することができます。建物の損壊面積が 3 割

以上 5 割未満の場合、家屋税の徴収は半分が減額され、損壊面積が 5 割以

上で修復をして初めて使用が可能となる場合は、家屋税の徴収が免除されま

す。 

 

四、 地価税：土地税減免規則第 12 条の規定により、山崩れ、陥没、流失、土石

流等の環境により制限を受けた、および技術的に使用することができない土地に

ついては、地価税が全額免除されます。被災した土地の所有者または質権者

は、2024 年 9 月 23 日（2024 年 9 月 22 日は日曜のため 23 日に順延）ま

でに、または災害発生日から起算して 30 日以内に徴税機関に対し申請を行う

ことができます。 

勤業衆信の見解 

 以下の状況に該当する営利事業は、関連の証明書類を添付して、国税局に書面

審査を申請することができます。 

1. 被害を受けた対象物について、保険加入している部分または会計士監査報告書

を提出できる場合は、金額にかかわらず書面審査を申請することができます。 

2. 被害を受けた対象物について、保険加入していない部分は、損失金額が新台湾ド

ル 500 万元以下のものについて、申請することができます。 

 

書面審査の要件に該当しない場合、国税局は規定に基づき調査員を派遣し、事実に

基づき査定を行います。 
 

 
 

 

 

 

過去のニュースレターはこちら 

台湾 JSG のホームページはこちら 
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日商組新聞稿 

<Tax> 

地震造成之災害損失，得減免相關稅捐 

 

 

 

民國 113 年 4 月 3 日臺灣東部海域強烈地震，造成納稅義務人財產損失，

納稅義務人遭遇不可抗力災害時，記得把握災損減免三步驟，「拍照存

證」、「檢附文件」及「申請減免」，並於災害發生後 30 日內，報請轄

區稅捐稽徵機關辦理各項稅捐減免（詳「災害損失稅捐減免一覽表」）事

宜。 

謹就所得稅、營業稅、房屋稅及地價稅之減免規定說明如下： 

一、 所得稅：受災戶應於災害發生後 30 日內，檢具損失清單及證明文

件，報請管轄國稅局分局或稽徵所派員勘查，經核定後，得於辦理該

年度綜合所得稅或營利事業所得稅結算申報時，列報災害損失；如災

區內之工廠或分支機構與其總公司分屬不同縣市者，亦可向工廠或分

支機構所在地國稅局分局或稽徵所就近申請派員勘查。 

 

二、 營業稅：小規模營業人因災害影響無法營業者，可向管轄國稅局分

局或稽徵所申請，准予扣除其未營業之天數，以實際營業天數計徵營

業稅。 

 

三、 房屋稅：受災戶納稅義務人於災害發生之日起 30 日內，向稅捐處申

請減免房屋稅。房屋毀損面積 3 成以上不及 5 成者，房屋稅減半徵

收；毀損面積 5 成以上，必須修復始能使用者，免徵房屋稅。 
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四、 地價稅：依土地稅減免規則第 12 條規定，因山崩、地陷、流失、沙

壓等環境限制及技術上無法使用之土地，地價稅全免。受災土地之所

有權人或典權人，得於 113 年 9 月 23 日前(今年 9 月 22 日遇假日，順

延至 9 月 23 日) 或災害發生之日起 30 日內向稅捐處提出申請。 

勤業眾信觀點 

提醒營利事業符合下列情形及檢附相關證明文件者，得由國稅局書面審

核： 

1. 受損標的物投有保險部分或可提供會計師簽證報告者，不論金額多

寡，均予書面審核。 

2. 受損標的物未投有保險部分，報備損失金額在新臺幣 500 萬元以下

者。 

未符書面審核之案件者，國稅局將依規定派員實地勘查，核實認定。 
 

  

 

   

 

日商組新聞稿之歷史消息請點這 

日商組官方網站請點這 
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